
●
世
界
的
不
均
衡
に
対
す
る
責
任

　

中
国
は
グ
ロ
ー
バ
ル
金
融
危
機
に
際

し
て
、
い
ち
早
く
景
気
刺
激
策
を
発
動

し
、
世
界
同
時
不
況
の
な
か
か
ら
抜
け

出
し
た
。中
国
の
高
成
長
へ
の
回
帰
は
、

世
界
経
済
の
下
支
え
要
因
と
な
り
、
世

界
景
気
回
復
の
牽
引
車
と
な
っ
た
。
中

国
経
済
の
回
復
を
受
け
て
、
低
迷
し
て

い
た
資
源
価
格
も
持
ち
直
し
、
新
興
国

の
活
力
も
回
復
し
て
い
る
。
中
国
経
済

が
世
界
経
済
に
果
た
し
た
貢
献
は
疑
い

な
く
、
短
期
的
に
は
世
界
第
二
位
の
経

済
大
国
と
し
て
の
責
任
を
果
た
し
た
と

言
え
る
。

　

と
こ
ろ
で
、
金
融
危
機
の
原
因
と
さ

れ
る
グ
ロ
ー
バ
ル
・
イ
ン
バ
ラ
ン
ス（
世

界
的
な
経
常
収
支
の
不
均
衡
）
の
是
正

に
対
す
る
責
任
と
い
う
中
長
期
的
な
側

面
で
は
ど
う
だ
ろ
う
か
。
経
常
収
支
黒

字
は
や
や
抑
制
さ
れ
た
と
は
言
え
、
依

然
高
水
準
を
維
持
し
て
い
る
。
失
業
率

が
高
止
ま
り
し
て
い
る
ア
メ
リ
カ
で

は
、
中
国
政
府
の
「
為
替
操
作
」
に
対

す
る
批
判
が
根
強
い
。
中
国
政
府
は
二

〇
一
〇
年
六
月
よ
り
人
民
元
の
管
理
フ

ロ
ー
ト
制
を
再
開
し
、対
米
ド
ル
・
レ
ー

ト
は
緩
や
か
な
上
昇
を
見
て
い
る
が
、

ア
メ
リ
カ
は
そ
の
ペ
ー
ス
に
決
し
て
満

足
し
て
い
る
訳
で
は
な
い
。
一
方
で
、

中
国
国
内
で
は
資
産
価
格
高
騰
や
消
費

者
物
価
指
数
の
上
昇
が
問
題
と
な
っ
て

お
り
、
そ
の
原
因
を
ア
メ
リ
カ
の
金
融

緩
和
策
に
よ
る
世
界
的
な
過
剰
流
動
性

に
求
め
る
意
見
が
対
外
的
に
発
信
さ
れ

て
い
る
。

　

中
国
政
府
は
、
二
〇
〇
五
年
六
月
に

温
家
宝
首
相
が
表
明
し
た
人
民
元
為
替

レ
ー
ト
改
革
の
「
三
原
則
」
―
①
（
他

国
の
圧
力
に
よ
る
の
で
は
な
く
）
独
自

の
判
断
で
行
う
、
②
（
マ
ク
ロ
経
済
運

営
の
）
管
理
可
能
性
を
維
持
す
る
、
③

漸
進
的
に
進
め
る
―
を
堅
持
し
て
お

り
、
大
幅
な
為
替
レ
ー
ト
の
調
整
に
応

じ
る
気
配
は
全
く
見
ら
れ
な
い
。
二
〇

一
一
年
一
月
の
米
中
首
脳
会
談
で
も
人

民
元
改
革
に
関
す
る
米
中
両
国
の
溝
は

埋
ま
ら
ず
、
中
国
が
ア
メ
リ
カ
か
ら
の

四
五
〇
億
米
ド
ル
の
輸
入
を
行
う
商
談

を
ま
と
め
上
げ
る
形
で
、
目
先
の
妥
協

を
図
っ
た
。

　

人
民
元
を
め
ぐ
る
応
酬
が
注
目
さ
れ

た
二
〇
一
一
年
五
月
の
第
三
回

米
中
戦
略
・
経
済
対
話
で
も
、

大
き
な
進
展
は
見
ら
れ
な
か
っ

た
。
中
国
国
内
の
イ
ン
フ
レ
の

深
刻
化
を
受
け
、
米
国
側
は
、

為
替
レ
ー
ト
の
切
り
上
げ
が
イ

ン
フ
レ
抑
制
に
有
効
だ
と
し
て

人
民
元
切
り
上
げ
を
中
国
に
促

し
た
。
中
国
国
内
で
も
、
イ
ン

フ
レ
対
策
と
し
て
、
通
貨
切
り

上
げ
と
い
う
選
択
肢
が
議
論
さ

れ
て
い
る
と
伝
え
ら
れ
た
。

も
っ
と
も
、
ワ
シ
ン
ト
ン
で
開

か
れ
た
同
対
話
の
合
意
文
書
で

は
「
中
国
は
人
民
元
の
弾
力
性

を
引
き
続
き
高
め
る
こ
と
を
約

束
す
る
」
と
い
う
表
現
に
と
ど

ま
り
、
大
幅
な
通
貨
切
り
上
げ

に
は
応
じ
な
い
と
す
る
従
来
の
ス
タ
ン

ス
が
維
持
さ
れ
た
。
国
内
の
イ
ン
フ
レ

の
リ
ス
ク
よ
り
も
、
人
民
元
切
り
上
げ

に
よ
る
輸
出
企
業
や
農
村
部
へ
の
ダ

メ
ー
ジ
が
生
み
出
す
社
会
経
済
の
不
安

定
化
の
リ
ス
ク
の
方
が
大
き
い
、
と
中

国
政
府
が
認
識
し
て
い
る
こ
と
が
確
認

さ
れ
る
形
と
な
っ
た
。

　

こ
う
し
た
な
か
、
中
国
国
内
で
は
第

12
次
五
カ
年
計
画
（「
十
二
五
計
画
」、

二
〇
一
一
〜
一
五
年
）
が
始
動
し
た
。

第
11
次
五
カ
年
計
画
（
二
〇
〇
六
〜
一

〇
年
）
で
唱
道
さ
れ
た
「
投
資
・
輸
出
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図1　総貯蓄・総投資の対GDP比

（出所）IMF、CEICデータベース。
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主
導
の
経
済
発
展
方
式
か
ら
消
費
主
導

の
発
展
方
式
へ
の
転
換
」の
方
針
は「
十

二
五
計
画
」で
も
基
本
的
に
継
続
さ
れ
、

「
高
貯
蓄
・
低
消
費
」
の
解
消
の
た
め

に
所
得
分
配
構
造
の
調
整
に
焦
点
が
当

て
ら
れ
て
い
る
。
以
下
で
は
、
中
国
の

「
高
貯
蓄
・
低
消
費
」
の
原
因
に
関
す

る
議
論
を
整
理
し
、
グ
ロ
ー
バ
ル
金
融

危
機
へ
の
政
策
対
応
が
国
内
の
過
剰
貯

蓄
構
造
に
い
か
な
る
イ
ン
パ
ク
ト
を
与

え
た
の
か
、
ま
た
、
二
〇
一
一
年
か
ら

始
ま
る
「
十
二
五
計
画
」
に
お
い
て
、

と
く
に
所
得
分
配
面
に
関
し
て
ど
の
よ

う
な
施
策
が
求
め
ら
れ
る
の
か
、
に
つ

い
て
考
察
し
て
み
た
い
。

●
国
民
所
得
再
分
配
の
課
題

　

中
国
の
総
貯
蓄
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
二

〇
〇
〇
年
代
に
入
り
一
貫
し
て
上
昇
し

て
い
る
。
総
投
資
率
も
上
昇
傾
向
に
あ

る
が
、
そ
れ
を
上
回
る
ペ
ー
ス
で
総
貯

蓄
率
が
上
昇
し
て
お
り
、
こ
の
貯
蓄
超

過
が
経
常
収
支
黒
字
の
拡
大
と
な
っ
て

い
る（
図
1
）。
貯
蓄
率（
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
）

を
部
門
別
に
見
て
み
る
と
、
家
計
部
門

が
九
〇
年
代
か
ら
二
〇
％
前
後
の
水
準

で
安
定
的
に
推
移
し
て
い
る
の
に
対

し
、
企
業
部
門
は
九
〇
年
代
に
一
〇
〜

一
五
％
で
あ
っ
た
も
の
が
九
七
年
を
境

に
明
ら
か
な
上
昇
傾
向
を
示
し
て
お

り
、
〇
四
年
以
降
は
家
計
部
門
と
入
れ

替
わ
り
最
大
の
貯
蓄
部
門
と
な
っ
た
。

ま
た
、
政
府
部
門
の
貯
蓄
率
も
九
九
年

以
降
、
上
昇
傾
向
に
あ
る
（
図
2
）。

二
〇
〇
〇
年
代
に
入
っ
て
か
ら
の
総
貯

蓄
率
の
上
昇
に
最
も
寄
与
し
た
の
は
企

業
部
門
と
政
府
部
門
で
あ
っ
た
こ
と
が

読
み
取
れ
る
。

　

つ
ぎ
に
、
資
金
流
動
表
の
デ
ー
タ
か

ら
、
部
門
別

の
資
金
過
不

足
（
貯
蓄
・

投
資
バ
ラ
ン

ス
）
の
対
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
を
見

て
み
よ
う
。

家
計
部
門

は
、
貯
蓄
超

過
部
門
と
し

て
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の

一
〇
〜
一

五
％
に
相
当

す
る
資
金
を

他
部
門
に
供

給
し
て
い

る
。
企
業
部

門
は
資
金
の

需
要
部
門
（
資
金
不
足
部
門
）
で
あ
り
、

Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
五
〜
一
〇
％
に
相
当
す
る
資

金
を
家
計
部
門
か
ら
調
達
し
て
い
る
。

ま
た
、
貯
蓄
超
過
の
家
計
部
門
は
、
海

外
部
門
に
も
貯
蓄
を
輸
出
し
て
い
る
。

政
府
部
門
の
貯
蓄
・
投
資
バ
ラ
ン
ス
は

ほ
ぼ
均
衡
し
て
推
移
し
て
い
る
（
図

3
）。

　

家
計
部
門
は
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
最
大
の

貯
蓄
超
過
部
門
で
あ
る
が
、
対
可
処
分

所
得
で
の
貯
蓄
率
も
高
水
準
に
あ
る
。

す
な
わ
ち
、
家
計
消
費
の
対
可
処
分
所

得
に
対
す
る
比
率
（
消
費
性
向
）
は
低

い
。消
費
性
向
の
国
際
比
較（
二
〇
〇
四

年
）に
よ
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
の
九
五
％
、

日
本
の
九
六
％
に
対
し
、
中
国
の
そ
れ

は
六
九
％
に
過
ぎ
な
い
と
い
う
推
計
も

あ
る
（
杜
進
［
二
〇
一
〇
：
二
五
九
―

二
六
一
］）。
も
ち
ろ
ん
、
所
得
水
準
や

生
活
水
準
に
大
き
な
開
き
の
あ
る
先
進

国
と
発
展
途
上
国
の
消
費
性
向
（
貯
蓄

性
向
）を
単
純
に
比
較
す
る
こ
と
は
で

き
な
い
。
ま
た
、
中
国
の
場
合
に
は
、

高
齢
化
が
急
速
に
進
む
な
か
で
、
社
会

保
障
制
度
の
整
備
が
不
十
分
で
あ
る
と

い
っ
た
要
因
や
、
貯
蓄
に
対
す
る
伝
統

的
な
考
え
方
と
い
っ
た
要
因
も
あ
る
。

　

し
か
し
、
マ
ク
ロ
的
に
見
れ
ば
、
家

計
消
費
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
が
低
水
準
で
あ

る
点
に
つ
い
て
問
題
と
す
べ
き
な
の

は
、
消
費
性
向
が
低
い
こ
と
だ
け
で
は
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（出所）�朱炎編（2010）『国際金融危機後の中国経済：内需拡大と構造調整に向けて』
勁草書房、254ページ、図9.3。
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な
く
、
家
計
可
処
分
所
得
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ

比
が
低
い
こ
と
で
あ
る
。
消
費
性
向
の

引
き
上
げ
が
難
し
い
と
し
て
も
、
可
処

分
所
得
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
上
昇
す
れ
ば
、

対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
の
消
費
比
率
は
向
上

し
、
貯
蓄
超
過
も
削
減
さ
れ
る
は
ず
で

あ
る
。
つ
ま
り
、
消
費
性
向
の
引
き
上

げ
で
は
な
く
、
国
民
所
得
の
分
配
を
調

整
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
消
費
率
を
上

昇
（
貯
蓄
率
を
低
下
）
さ
せ
る
方
策
も

考
え
ら
れ
る
。

●�

金
融
危
機
対
応
と
分
配
構
造
の

問
題

　

国
民
所
得
再
分
配
の
方
策
を
検
討
す

る
う
え
で
、
企
業
部
門
、
政
府
部
門
の

貯
蓄
率
上
昇
の
要
因
を
考
察
す
る
必
要

が
あ
る
。
杜
進
［
二
〇
一
〇
］
に
よ
れ

ば
、
企
業
部
門
の
貯
蓄
率
が
高
水
準
で

あ
る
の
は
、
①
低
水
準
の
生
産
要
素
価

格
に
起
因
す
る
企
業
部
門
の
高
収
益

率
、
②
国
有
企
業
の
利
潤
留
保
増
大
を

可
能
に
す
る
低
水
準
の
配
当
、
③
未
熟

な
資
本
市
場
と
信
用
市
場
を
背
景
と
し

た
民
間
企
業
の
高
い
利
潤
留
保
率
、
と

い
っ
た
要
因
に
よ
る
。
ま
た
、
政
府
部

門
の
貯
蓄
超
過
は
、
地
方
政
府
の
土
地

譲
渡
収
入
の
増
大
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大

き
い
と
も
言
わ
れ
る
。
こ
れ
ら
の
要
因

は
、
い
ず
れ
も
中
国
の
「
市
場
経
済
」

へ
の
移
行
過
程
の
な
か
で
先
送
り
さ
れ

て
き
た
、
あ
る
い
は
取
り
残
さ
れ
て
き

た
問
題
に
関
連
し
て
お
り
、
さ
ら
に
、

グ
ロ
ー
バ
ル
金
融
危
機
へ
の
政
策
対
応

の
な
か
で
、
問
題
が
深
刻
化
し
た
も
の

も
少
な
く
な
い
。

　

生
産
要
素
価
格
の
低
さ
と
い
う
点
に

つ
い
て
は
、
安
価
な
労
働
力
す
な
わ
ち

低
賃
金
に
よ
る
労
働
分
配
率
の
低
下
が

指
摘
さ
れ
る
。
そ
の
他
に
も
、
資
本
価

格
（
利
子
率
）、
土
地
使
用
価
格
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
価
格
、
環
境
保
護
コ
ス
ト
な

ど
の
面
に
お
い
て
、
政
府
の
生
産
優
先

策
の
も
と
で
投
入
価
格
が
著
し
く
抑
制

さ
れ
、
こ
う
し
た
価
格
の
歪
み
が
企
業

の
高
い
収
益
率
を
も
た
ら
し
て
い
る
と

さ
れ
る
。
賃
金
に
つ
い
て
は
、
近
年
、

沿
海
地
域
で
の
労
働
力
不
足
を
背
景
に

最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
が
図
ら
れ
て
い

る
が
、
賃
金
伸
び
率
が
経
済
成
長
率
を

下
回
る
傾
向
は
続
い
て
い
る
。
ま
た
、

地
方
政
府
が
農
民
な
ど
か
ら
の
土
地
収

用
に
際
し
て
十
分
な
補
償
を
行
わ
な
い

こ
と
に
起
因
す
る
「
失
地
農
民
」
の
問

題
も
顕
在
化
し
て
久
し
い
。
環
境
保
護

コ
ス
ト
に
つ
い
て
も
、
公
害
に
よ
る
住

環
境
破
壊
に
対
し
住
民
が
地
方
政
府
・

企
業
に
抗
議
す
る
と
い
う
事
件
が
頻
発

し
て
い
る
よ
う
に
、
行
政
・
企
業
側
が

十
分
な
コ
ス
ト
を
支
払
っ
て
い
る
と
は

言
え
な
い
。
土
地
問
題
に
し
て
も
、
環

境
問
題
に
し
て
も
、リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ

ク
以
降
の
経
済
成
長
優
先
策
の
な
か

で
、
優
先
度
が
低
下
し
た
問
題
で
あ
っ

た
こ
と
を
想
起
す
べ
き
で
あ
る
。

　

国
有
企
業
の
低
配
当
は
、
株
主
で
あ

る
政
府
が
国
有
企
業
の
利
益
優
先
に

走
っ
て
い
る
結
果
で
あ
る
。
と
く
に
中

央
政
府
が
所
有
者
と
な
っ
て
い
る
約
一

二
〇
社
の
中
央
企
業
は
、
そ
の
多
く
が

資
源
、
通
信
な
ど
の
独
占
的
産
業
に
属

し
、
高
い
利
潤
を
得
て
い
る
が
、
大
株

主
で
あ
る
政
府
が
企
業
利
益
に
対
す
る

配
当
を
要
求
し
な
い
た
め
、
こ
れ
ら
大

型
国
有
企
業
は
利
益
を
貯
め
込
む
こ
と

が
で
き
る
。
四
兆
元
の
景
気
対
策
で
打

ち
出
さ
れ
た
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
多

く
が
大
手
国
有
企
業
に
委
託
さ
れ
、
資

金
も
優
先
的
に
供
給
さ
れ
る
な
ど
「
国

進
民
退
」（
国
有
部
門
が
前
進
し
、
民

間
部
門
が
後
退
す
る
）
と
呼
ば
れ
る
傾

向
も
強
ま
っ
て
い
る
。

　

そ
の
あ
お
り
を
受
け
て
い
る
民
間
企

業
は
、
四
大
国
有
商
業
銀
行
が
過
半
の

シ
ェ
ア
を
占
め
る
銀
行
シ
ス
テ
ム
か
ら

資
金
を
調
達
す
る
こ
と
が
難
し
い
。
一

方
で
、
直
接
金
融
も
十
分
に
発
達
し
て

い
な
い
た
め
に
、
大
多
数
の
民
間
企
業

と
り
わ
け
中
小
企
業
は
自
己
資
金
の
蓄

積
に
依
存
せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況
で
あ

る
。
低
利
で
国
有
企
業
お
よ
び
戦
略
産

業
に
資
金
供
給
を
行
う「
金
融
抑
制
」体

制
を
敷
い
て
い
る
金
融
制
度
に
問
題
が

あ
る
が
、
金
融
危
機
へ
の
対
応
を
優
先

す
る
が
ゆ
え
に
、
金
利
の
自
由
化
な
ど

金
融
・
資
本
市
場
の
健
全
な
発
展
に
向

け
た
改
革
の
進
捗
が
鈍
化
し
て
い
る
こ

と
も
看
過
す
べ
き
で
な
い
。

　

政
府
部
門
の
貯
蓄
超
過
の
背
景
に

は
、
財
政
収
入
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
の
上
昇

が
あ
る
。
一
九
九
四
年
の
分
税
制
（
中

央
政
府
の
税
収
と
地
方
政
府
の
税
収
を

税
目
に
よ
っ
て
区
分
す
る
制
度
）
の
導

入
以
降
、
中
央
政
府
・
地
方
政
府
と
も

に
税
収
が
増
加
し
て
い
る
。さ
ら
に
、地

方
政
府
が
土
地
譲
渡
か
ら
得
た
収
入
の

財
政
収
入
（
予
算
内
収
入
と
予
算
外
収

入
の
合
計
）
に
占
め
る
比
率
は
、
二
〇

〇
八
年
の
一
七
％
か
ら
二
〇
〇
九
年
に

は
二
二
％
に
上
昇
し
て
い
る（
杜
進［
二

〇
一
〇
：
二
六
一
］）。
政
府
部
門
の
土

地
譲
渡
収
入
が
増
加
し
て
い
る
の
は
、

中
央
政
府
の
方
針
で
景
気
刺
激
策
が
実

行
さ
れ
る
な
か
、
財
政
収
入
の
増
大
を

図
る
地
方
政
府
と
、
地
方
政
府
が
出
資

す
る
投
資
会
社
（
地
方
融
資
平
台
＝
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
）
を
通
じ
て
公
共
事

業
を
請
け
負
う
国
有
企
業
の
利
害
が
一

致
し
た
結
果
で
あ
る
。

●
消
費
振
興
の
方
策

　

以
上
の
過
剰
貯
蓄
の
原
因
分
析
か

ら
、
過
剰
貯
蓄
を
解
消
し
消
費
拡
大
を

図
る
に
は
、
企
業
部
門
（
と
く
に
国
有
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企
業
）
へ
の
過
剰
な
優
遇
措
置
を
改
め

家
計
部
門
へ
の
配
分
を
高
め
る
政
策
が

必
要
と
言
え
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
中

国
企
業
を
過
剰
貯
蓄
に
向
か
わ
せ
る
中

国
特
有
の
「
仕
組
み
」
に
メ
ス
を
入
れ

て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

第
一
に
、
生
産
要
素
価
格
の
適
正
化

で
あ
る
。
労
働
コ
ス
ト
に
つ
い
て
は
、

二
〇
〇
八
年
か
ら
施
行
さ
れ
て
い
る
労

働
契
約
法
や
地
方
政
府
が
進
め
て
い
る

最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
な
ど
に
よ
っ
て

調
整
が
始
ま
っ
て
い
る
。
今
後
は
、
農

民
保
有
地
の
使
用
価
格
の
引
き
上
げ
や

環
境
基
準
の
厳
格
化
に
よ
る
環
境
コ
ス

ト
の
引
き
上
げ
な
ど
も
進
め
る
必
要
が

あ
る
。
こ
れ
ら
の
措
置
は
、
企
業
利
潤

を
圧
縮
す
る
こ
と
で
企
業
部
門
の
過
剰

貯
蓄
解
消
に
つ
な
が
る
だ
け
で
な
く
、

農
民
の
収
入
や
資
産
の
増
大
お
よ
び
住

民
の
生
活
環
境
の
改
善
を
も
た
ら
し
、

そ
れ
を
通
じ
て
消
費
市
場
の
裾
野
を
広

げ
る
効
果
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。

　

第
二
に
、
国
有
企
業
の
大
株
主
で
あ

る
政
府
へ
の
配
当
を
増
や
す
こ
と
で
あ

る
。
こ
れ
は
、
企
業
部
門
の
過
剰
貯
蓄

解
消
に
寄
与
す
る
だ
け
で
な
く
、
政
府

部
門
と
し
て
は
、
財
政
収
入
の
増
加
分

を
国
民
生
活
向
上
の
原
資
に
充
て
る
こ

と
も
考
え
ら
れ
よ
う
。

　

第
三
に
、
金
融
・
資
本
市
場
の
健
全

な
発
展
で
あ
る
。
銀
行
シ
ス
テ
ム
は
四

大
国
有
商
業
銀
行
が
預
金
・
貸
出
の
約

五
割
を
占
め
て
い
る
が
、
安
全
性
を
優

先
さ
せ
る
た
め
与
信
先
は
国
有
企
業
・

大
型
企
業
偏
重
と
な
り
、
民
間
企
業
・

中
小
企
業
は
銀
行
融
資
へ
の
ア
ク
セ
ス

に
大
き
な
ハ
ン
デ
ィ
を
伴
う
。
こ
れ
ら

の
企
業
は
、
自
己
資
金
の
増
強
が
不
可

欠
と
な
り
、
過
剰
貯
蓄
構
造
が
定
着
し

て
い
る
。
民
間
企
業
・
中
小
企
業
の
資

金
難
の
解
消
に
は
、①
金
利
の
自
由
化
、

②
直
接
金
融
（
資
本
市
場
）
の
発
展
、

が
課
題
と
な
ろ
う
。
中
国
の
金
利
体
系

は
、
少
し
ず
つ
自
由
化
に
向
か
っ
て
は

い
る
が
基
本
的
に
は
規
制
金
利
で
あ

り
、
国
有
商
業
銀
行
の
利
益
を
確
保
す

る
た
め
に
、預よ

貸た
い

利り

鞘ざ
や

（
ス
プ
レ
ッ
ド
）

は
約
三
〇
〇
bp
と
異
常
に
厚
い
。
金
利

の
自
由
化
を
進
め
る
こ
と
で
、
国
有
銀

行
の
リ
ス
ク
管
理
能
力
も
向
上
し
、
ハ

イ
リ
ス
ク
・
ハ
イ
リ
タ
ー
ン
の
中
小
企

業
向
け
融
資
や
個
人
向
け
住
宅
ロ
ー
ン

な
ど
、
融
資
先
も
多
様
化
す
る
と
期
待

さ
れ
る
。
金
利
が
自
由
化
さ
れ
れ
ば
、

銀
行
間
の
預
金
獲
得
競
争
も
活
発
化

し
、
預
金
金
利
の
上
昇
も
見
込
ま
れ
る

が
、
こ
れ
は
家
計
の
資
産
形
成
に
も
有

利
に
作
用
す
る
と
思
わ
れ
る
。
一
方
、

資
本
市
場
に
つ
い
て
は
、
株
式
市
場
の

拡
大
や
債
券
市
場
の
発
展
に
よ
っ
て
民

間
企
業
・
中
小
企
業
の
資
金
調
達
の

チ
ャ
ネ
ル
を
広
げ
る
こ
と
が
、
こ
う
し

た
企
業
の
貯
蓄
過
剰
を
解
消
す
る
こ
と

に
繋
が
ろ
う
。

　

企
業
部
門
だ
け
で
な
く
政
府
部
門
に

つ
い
て
も
、
過
剰
貯
蓄
の
解
消
が
求
め

ら
れ
る
。
近
年
の
政
府
部
門
の
貯
蓄
増

加
の
原
因
と
み
ら
れ
る
土
地
譲
渡
収
入

に
つ
い
て
は
、土
地
収
用
の
際
の
住
民
・

農
民
へ
の
補
償
額
引
き
上
げ
や
社
会

サ
ー
ビ
ス
支
出
の
増
大
な
ど
を
通
し
て

家
計
部
門
へ
の
還
元
を
図
る
こ
と
が
望

ま
れ
る
。
ま
た
、
個
人
所
得
税
の
減
税

な
ど
、
税
制
を
通
じ
た
所
得
再
分
配
に

よ
り
、
家
計
部
門
の
可
処
分
所
得
の
増

大
も
求
め
ら
れ
る
。

　

本
稿
で
考
察
し
た
消
費
拡
大
の
方
策

は
、
別
の
角
度
か
ら
見
れ
ば
、
中
国
国

内
の
所
得
・
資
産
格
差
の
解
消
お
よ
び

「
国
進
民
退
」
傾
向
の
是
正
の
方
策
で

あ
り
、
国
内
の
格
差
解
消
の
方
策
に
他

な
ら
な
い
。
す
な
わ
ち
、
国
内
の
不
均

衡
を
解
消
す
る
こ
と
が
、
対
外
不
均
衡

を
是
正
す
る
方
策
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

　

グ
ロ
ー
バ
ル
金
融
危
機
へ
の
政
策
対

応
は
、
成
長
率
の
維
持
を
優
先
し
た
ば

か
り
に
、
国
内
の
不
均
衡
を
助
長
し
て

し
ま
っ
た
。
も
っ
と
も
、
そ
れ
ゆ
え
に

中
国
が
国
内
に
抱
え
る
問
題
の
論
点
が

よ
り
鮮
明
に
な
っ
た
と
も
言
え
る
。

　

二
〇
一
一
年
三
月
の
全
人
代
で
は
、

「
十
二
五
計
画
」
が
正
式
に
採
択
さ
れ

た
。
二
〇
一
〇
年
一
〇
月
に
中
国
共
産

党
中
央
委
員
会
が
採
択
し
た
「＂
十
二

五
計
画
＂
に
関
す
る
建
議
」
で
は
抽
象

的
な
表
現
に
留
ま
っ
て
い
た
「
国
民
所

得
の
分
配
の
調
整
」
に
つ
い
て
も
、
今

後
よ
り
詳
細
な
政
策
方
針
が
提
示
さ
れ

る
と
期
待
さ
れ
る
。
二
〇
一
一
年
四
月

に
は
全
国
人
民
代
表
大
会
（
国
会
に
相

当
）
常
務
委
員
会
が
、
個
人
所
得
税
の

課
税
最
低
限
を
月
二
〇
〇
〇
元
か
ら
三

〇
〇
〇
元
に
引
き
上
げ
る
と
す
る
個
人

所
得
税
法
改
正
案
の
審
議
に
入
っ
た
。

過
剰
貯
蓄
の
解
消
と
消
費
拡
大
に
向
け

た
方
策
を
め
ぐ
る
中
国
政
府
の
動
き

は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
・
イ
ン
バ
ラ
ン
ス
の

解
消
と
い
う
観
点
か
ら
も
、
注
目
し
て

い
く
必
要
が
あ
る
。

（
そ
ね　

や
す
お
／
日
本
大
学
経
済
学
部

准
教
授
）
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